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第 1 章：緒言 

将来的な認知症患者数を抑制するには、認知症予防に有効な介入プログラムを開発し、

地域全体で実施するための環境整備が重要となる。先行研究では、認知症発症の関連要因

の検討が行われており、介入により改善可能な関連要因として、身体活動、社会参加活動

が挙げられている。しかし、わが国の高齢者を対象とした研究成果は非常に限られており、

日本人におけるこれらの関連性については明らかとなっていない。社会参加活動の促進は、

地域在住高齢者の身体活動量増加に寄与し、地域全体の認知症予防対策の一つの方策とな

りうる。しかし、社会参加は活動内容により認知機能に対する影響が異なるため、認知症

予防に有効な社会参加の実施条件を解明することが重要となる。また、社会参加促進要因

の検討についての先行研究は横断研究が多く、新規加入、継続参加の要因については検討

されていない。 

そこで本研究では、Study 1 として一自治体に居住する全ての高齢者を対象に調査をし、

身体活動ならびに座位行動と認知機能低下との関連を明らかにする。Study 2 では、大規模

コホートデータを用いて、地域高齢者における認知症を伴う要介護認定と社会参加ならび

に組織内役割との関連を前期高齢者と後期高齢者に分けて検討する。そして Study 3では、

社会参加活動の組織類型ごとに新規参加要因ならびに継続参加要因を明らかにする。 

 

第 2 章：身体活動ならびに座位行動と主観的認知機能低下との関連の検討：横断研究 

 日本人の高齢者を対象として検討がされていない、身体活動ならびに座位行動と主観的

認知機能低下との関連を明らかにするため、山梨県都留市に居住する要介護認定を受けて

いない 65 歳以上の高齢者 6,677 名を対象に質問紙調査を実施し、有効回答を得た 5,328 名

を対象に検討した。その結果、≥150 分／週の中等度身体活動時間（MVPA）と≥10 分／日

の読書実施者において認知機能低下リスクが低く、身体活動と読書の組み合わせにおいて

は、≥150 分／週の中等度身体活動時間（MVPA）と≥30 分／日の読書実施者においては、

非実施者よりも 60％リスクが低いことが示された。 

 

第 3 章：社会参加および組織内役割と認知症発症との関連の検討：AGES コホート研究 

 愛知老年学的評価研究（AGES）グループが実施した約 10 年間のコホートデータを用い

て年齢層別（前期高齢者、後期高齢者）に検討した。本研究は愛知県の 6 市町村に居住す

る要介護認定を受けていない 65 歳以上の高齢者 29,374 名に郵送法による質問紙調査を

2003 年に実施し、2013 年まで追跡できた 13,850 名を解析対象者とした。認知症発症は、

認知症高齢者の日常生活自立度から判定した。社会参加活動ならびに組織内役割の有無に

ついては、不参加者（地域活動に参加していない）、一般会員（地域活動に参加しているが、

役割を担っていない）、役割者（役割を担っている）に分類した。統計解析は、認知症発症

を目的変数、社会参加ならびに役割の有無を説明変数、性、年齢、婚姻状態、就労、居住

形態、飲酒、喫煙、歩行時間、日常生活動作、抑うつ、既往歴を調整変数とした Cox 比例



ハザードモデルを用いて検討した。その結果、前期高齢者において、役割者は一般会員と

比較して認知症発症が有意に少なく、不参加者では認知症発症率が高いことが示唆された。

一方、後期高齢者においては、有意な差は認められなかった。 

 

第 4 章：地域在住高齢者における社会参加の新規加入ならびに継続参加の関連要因の検討 

 社会参加活動の新規参加ならびに継続参加の関連要因を解明することを目的とし、都市

部在住の 65 歳以上の高齢者 7,608 名を対象に質問紙調査を行った。2013・2015 年の両調

査に回答した 3,380 名を解析対象者とした。社会参加活動は、自主的団体（趣味・スポー

ツ、ボランティア）、地縁団体（町会・自治会、老人会）に分類した。解析においては、性、

年齢、教育年数、婚姻状態、子どもとの同居、主観的経済状況、近所との関係性、就労、

健康度自己評価、精神的健康、日常生活動作、既往歴を説明変数とし、自主的／地縁団体

と新規加入／継続参加の組み合わせを目的変数とした 4 モデルのロジスティック回帰分析

を行った。解析の結果、自主的団体の新規参加では、良好な精神的健康、良好な健康度自

己評価、就労なし、近所との親密な関係、経済的経済状況が良好、教育年数が長い、地縁

団体参加者が関連していた。継続参加では、良好な精神的健康、就労なし、近所との親密

な関係が関連していた。一方、地縁団体の新規参加では、良好な精神的健康、男性、近所

との親密な関係が関連し、継続参加には男性、近所との親密な関係、10 年未満の教育年数

が関連していた。 

  

第 5 章：総合考察 

 Study 1 では、身体活動と知的活動が認知機能低下リスク低減に関連することを明らかに

し、Study 2 では、前期高齢者において社会参加、特に組織内役割を担う積極的な参加が認

知症発症の抑制に寄与する可能性が示唆され、Study 3 では、自主的団体と地縁団体におけ

る新規加入／継続参加では、異なる関連要因が確認された。今後の認知症予防対策におい

ては、本研究で抽出された関連要因に着目した社会参加促進策を開発することが求められ

る。 
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